
会期名称 平成 24 年度 第 1回倉吉市国民健康保険運営協議会 

開催日時 平成 24 年８月 23 日（木）15 時～16 時 30 分 

開催場所 倉吉市役所 大会議室 

 

議  題 

 

１協議事項 

① 平成 23 年度国保事業決算について 

② 平成 24 年度国保事業について 

③ その他 

２その他 

出 席 者 
出席委員１１名（欠席委員５名） 

所管部課名 福祉保健部医療保険課 
公開非公

開の別 

■ 公 開  
□ 非公開  

【会議の概要】 

１．開 会 

２．委嘱状交付 

   既に机上交付 

３．委員の紹介 

   部長が紹介 

４．市長あいさつ 

 

  日程に無いが事務局自己紹介 

[部 長 ]委員 16 名のうち 11 名出席（半数以上の出席で会議は成立） 

〈出席委員〉 

     長尾委員、北村委員、廣戸委員、小林委員、安梅委員、原委員、田中委員、

松井委員、美舩委員、岡野委員、藤原委員 

   〈欠席委員〉 

     宍戸明男、池田宣之、松田隆、桑名富雄、栗原隆政 

５．会長及び会長代理の選出 

    国民健康保険施行令により、「公益を代表する委員」の中から全委員で選出する

こととなっている。 ＝事務局一任＝の声が上がる。 

[事務局] 会長には自治公民館連合会会長の岡野勝義委員。 

      会長代理には、民生児童委員協議会副会長の田中俊幸委員にお願いします。

委員全員から承認を得る。 

６．会長あいさつ 

 [会 長] 岡野会長あいさつ 

＝市長退席＝ 



７．議事録署名委員の決定 

 [会 長] 会長が指名  小林美子委員、原利一郎委員 

８．協議事項 

 ①平成 23 年度国保事業決算について 

[事務局] 会議資料に基づき説明 

[委 員]  質問ではないが、協会けんぽ 3年連続保険料を引上げており非常に厳しい

状況にある。倉吉市へは前期高齢者交付金 10 億 6 千万円交付されており、こ

れは国保料が 10 億 7 千万で、ほぼ同額であることをご認識いただきたい。 

 

②平成 24 年度国保事業について 

[事務局] 会議資料に基づき説明 

[委 員]  健診の受診率が目標を大幅に下回っている。背景としてどういうことが考

えられるのか。 

[事務局]  健康ガイド・市報・回覧によるお知らせ等健診について周知しているが、

行きわたっていない、知られていない。 

① 未受診の方へ他地区での集団受診の案内や医療機関での受診案内・勧奨

を行っている。 

② 節目健診（40 歳～70 歳の間 5歳刻み）案内で健診のきっかけづくり。 

③ 主に若い人を対象とした休日健診を１回増やし 3回とした。 

④  今年度は新たにクレアチニン・尿酸の検査を行い、医師会の協力によ

り、無料で対応いただき、検査内容が充実し受診率の増に期待している。

 

 [委 員] 地区別受診率で灘手が高いのは背景として何が原因か。 

[事務局] 他地区に比べ健診を受ける意識が違う。今まで地域の厚生部長や健康づく

り推進員が率先した推進活動が根付いている。 

 

[委 員] 地域づくり・健康づくり活動として、力を入れ方策を考えてみてはどうか。

[事務局] 保健センターと協議し検討していきたい。 

 

[委 員] 集団健診で待ち時間が長い。そうしたことが健診離れとなっているのでは

ないか。 

 [事務局] 今後の対応、改善に努めます。 

 

[委 員] 倉吉市は胃がん死亡率が高い。胃がん健診にはバリウムと胃カメラとある

が、早期がんの診断で胃カメラによる発見率が高い統計数値が出ている。倉

吉市では胃カメラ健診についてどうか。 



[事務局] 胃カメラによる健診の精度については理解しており、健康ガイドにより胃

カメラ（内視鏡）可能な医療機関の情報を提供しています。 

 

[委 員] 年少扶養控除が無くなったことで国保料にも影響がでている。国保料で均

等割（人数割）は世帯の人数が増えると増額となる。若い世帯で子どもが生

まれると国保料が上がるが、いかがなものか。 

[事務局] 控除前の所得額で国保料を算定するので、年少扶養控除が無くなったこと

では影響しない。また、均等割では家族が増えれば保険料も増える。国が年

齢基準を設けるなど見直しを検討しており、現時点では倉吉市独自では考え

ていない。 

 

９．その他 

 クレアチニン・尿酸検査について説明 

⇒ 今年度、新たにクレアチニン・尿酸の検査を実施、これは医師会の協力によ

り、無料で対応いただき、検査内容が充実。 

     慢性腎臓病（ＣＫＤ）：重症化すると人工透析が必要となり、多額の医療費負

担が発生する。県下で予防に向けた取り組みを行っている。 

 

10.閉 会 

 

 


